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        令和５年度 小田原市地域防災計画改定案 新旧対照表 
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頁 改定後 改定前 

3 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）海岸 

海岸線は約 17.7kmにわたり、大磯地塊の南部橘地区から早川に至

る間は屈曲の少ない海岸線が南西に走っています。 

 

 

 

表 想定地震の一覧 

想定地震 説 明 

都心南部直下地

震 

首都圏付近のフィリピン海プレート内で、

都心南部の直下を震源とするモーメントマグ

ニチュード 7.3 で、地震発生の切迫性が高い

とされている地震です。発生確率は、南関東

地域のＭ７クラスの地震が 30 年間で 70％。

県内全域が「首都直下地震対策特別措置法」

の首都直下地震緊急対策区域に指定されてい

ます。 

三浦半島断層群

の地震 

同断層群を震源域とするモーメントマグニ

チュード 7.0 の活断層型の地震です。発生確

率は、30 年以内 6～11％とされています。 

（４）海岸 

海岸線は約 22kmにわたり、大磯地塊の南部橘地区から早川に至る

間は屈曲の少ない海岸線が南西に走っています。 

 

 

 

表 想定地震の一覧 

想定地震 説 明 

都心南部直下地

震 

首都圏付近のフィリピン海プレート内で、

都心南部の直下を震源とするモーメントマグ

ニチュード 7.3 で、地震発生の切迫性が高い

とされている地震です。発生確率は、南関東

地域のＭ７クラスの地震が 30 年間で 70％。

県内全域が「首都直下地震対策特別措置法」

の首都直下地震緊急対策区域に指定されてい

ます。 

三浦半島断層群

の地震 

同断層群を震源域とするモーメントマグニ

チュード 7.0 の活断層型の地震です。発生確

率は、30 年以内 6～11％とされています。 
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神奈川県西部地

震 

県西部を震源域とするモーメントマグニチ

ュード 6.7 の地震です。固有の地震活動かど

うか明確ではありませんが、過去 400 年の間

に同クラスの地震が５回発生しており、発生

の切迫性が指摘されている地震です。 

東海地震 

駿河トラフを震源域とするモーメントマグ

ニチュード 8.0 の地震で、発生の緊迫性が指

摘されています。国の防災戦略の対象とされ

ており、市は大規模地震対策特別措置法によ

る「東海地震の地震防災対策強化地域」に指

定されています。 

南海トラフ巨大

地震 

南海トラフを震源域とするモーメントマグ

ニチュード 9.0 で、地震発生の切迫性が高い

とされている地震です。発生確率は、30 年以

内 70～80％程度。本市は「南海トラフ地震防

災対策推進地域及び南海トラフ地震津波避難

対策特別強化地域」に指定されています。 

大正型関東地震 

相模トラフを震源域とするモーメントマグ

ニチュード 8.2 の地震です。平均発生間隔は

200 年から 400 年です。30 年以内の発生確率

はほぼ 0 から 6％です。今後 100 年から 200 年

先には発生の可能性が含まれています。 

（参考）元禄型関

東地震 

相模トラフから房総半島東側を震源域とす

るモーメントマグニチュード 8.5の地震です。

「首都直下地震対策専門調査会」では、平均

発生間隔は 2,300 年程度であり、今後 100 年

以内に発生する確率はほとんどないとして検

討の対象外としていますが、歴史記録にある

既往の最大津波を発生させた地震です。 

30 年以内の発生確率はほぼ 0 から 6％です。 

神奈川県西部地

震 

県西部を震源域とするモーメントマグニチ

ュード 6.7 の地震です。固有の地震活動かど

うか明確ではありませんが、過去 400 年の間

に同クラスの地震が５回発生しており、発生

の切迫性が指摘されている地震です。 

東海地震 

駿河トラフを震源域とするモーメントマグ

ニチュード 8.0 の地震で、発生の緊迫性が指

摘されています。国の防災戦略の対象とされ

ており、市は大規模地震対策特別措置法によ

る「東海地震の地震防災対策強化地域」に指

定されています。 

南海トラフ巨大

地震 

南海トラフを震源域とするモーメントマグ

ニチュード 9.0 で、地震発生の切迫性が高い

とされている地震です。発生確率は、30 年以

内 70％程度。本市は「南海トラフ地震防災対

策推進地域及び南海トラフ地震津波避難対策

特別強化地域」に指定されています。 

大正型関東地震 

相模トラフを震源域とするモーメントマグ

ニチュード 8.2 の地震です。平均発生間隔は

200 年から 400 年です。30 年以内の発生確率

はほぼ 0 から 5％です。今後 100 年から 200 年

先には発生の可能性が含まれています。 

（参考）元禄型関

東地震 

相模トラフから房総半島東側を震源域とす

るモーメントマグニチュード 8.5の地震です。

「首都直下地震対策専門調査会」では、平均

発生間隔は 2,300 年程度であり、今後 100 年

以内に発生する確率はほとんどないとして検

討の対象外としていますが、歴史記録にある

既往の最大津波を発生させた地震です。 
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（参考）相模トラ

フ沿いの最大ク

ラスの地震 

元禄型関東地震の震源域に加え関東北部ま

でを震源域とするモーメントマグニチュード

8.7 の地震です。国が想定する、あらゆる可能

性を考慮した相模トラフ沿いの最大クラスの

地震です。 

 30 年以内の発生確率はほぼ 0 から 6％です。 

（参考）慶長型地

震 

南海トラフ沖と相模トラフ沿いを繋ぐ断層

を設定し、そこで想定したモーメントマグニ

チュード 8.5 の正断層型の地震です。 

（参考）明応型地

震 

南海トラフから銭洲海嶺に伸びるフィリピ

ン海プレート内の断層を設定し、そこで想定

したモーメントマグニチュード 8.4 の逆断層

型の地震です。 

（参考）元禄型関

東地震と国府津-

松田断層帯の連

動地震 

相模トラフで発生する海溝型と国府津－松

田断層帯の地震が連動発生するモーメントマ

グニチュード 8.3 の地震です。 

 ※ 表中の発生確率については「長期評価による地震発生確率値

の更新について（地震調査研究推進本部：令和５年１月 13 日）」、

「中央防災会議首都直下地震モデル検討会報告書（内閣府：平成 25 

年 12 月）」などによる評価をもとに更新。 

 

 

 

（参考）相模トラ

フ沿いの最大ク

ラスの地震 

元禄型関東地震の震源域に加え関東北部ま

でを震源域とするモーメントマグニチュード

8.7 の地震です。国が想定する、あらゆる可能

性を考慮した相模トラフ沿いの最大クラスの

地震です。 

（参考）慶長型地

震 

南海トラフ沖と相模トラフ沿いを繋ぐ断層

を設定し、そこで想定したモーメントマグニ

チュード 8.5 の正断層型の地震です。 

（参考）明応型地

震 

南海トラフから銭洲海嶺に伸びるフィリピ

ン海プレート内の断層を設定し、そこで想定

したモーメントマグニチュード 8.4 の逆断層

型の地震です。 

（参考）元禄型関

東地震と国府津-

松田断層帯の連

動地震 

相模トラフで発生する海溝型と国府津－松

田断層帯の地震が連動発生するモーメントマ

グニチュード 8.3 の地震です。 

 

 

 

 

 

 

 



4 

        令和５年度 小田原市地域防災計画改定案 新旧対照表 

4 

 

頁 改定後 改定前 

 

 

25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27 

 

 

 

 

 

 

第１節 計画的な土地利用と市街地整備の推進 

（略） 

立地適正化計画等を踏まえ、住宅を居住誘導区域に誘導するなど、

まちづくりにおける安全性の確保を促進するよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 橋りょうの整備 

 道路や河川等に架かる橋りょうの法点検や長寿命化も踏まえた

計画的な修繕を実施することにより、利用者が安心安全に通行でき

る施設環境を維持します。 

 また、早期措置の必要性がある橋りょうの修繕完了後は、順次地

 

 

第１節 計画的な土地利用と市街地整備の推進 

（略） 

立地適正化計画等を踏まえ、住宅を安全な立地に誘導するなど、ま

ちづくりにおける安全性の確保を推進するよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 橋りょうの整備 

既設の橋りょうは、耐震性調査結果に基づき昭和 59年度より緊

急輸送道路等に架かる橋りょうから優先的に順次落下防止対策の

工事を実施してきましたが、橋りょう長寿命化修繕計画のメニュー

創設に伴い、市で位置づけている重要橋りょうについて、健全度調
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32 

 

 

 

 

 

 

33 

 

 

 

 

 

 

 

 

36 

 

 

 

震対策が必要な橋りょうの耐震化を図り、不測の災害に備えていき

ます。 

 

第２ 警戒避難体制の整備 

１ 土砂災害に関する情報の収集及び伝達 

（略） 

また、土砂災害警戒区域に設置したセンサーにより、周辺住民に土

砂災害発生の警報を周知します。 

 

 

第１ 上水道 

市では、配水池等の主要な施設について耐震診断や劣化調査の実施

に基づく耐震化対策に努めるとともに、停電時に備え非常用自家用

発電設備等の設置を推進します。 

管路については、耐震性の向上を図るため重要度の高い管路を優

先的に更新するとともに、適切な維持管理に努めます。 

広域避難所等に設置している飲料水兼用耐震性貯水槽について

は、発災時に支障なく使用できるよう、適切な維持管理に努めます。 

 

第９節 建築物の安全確保対策 

第２ 既存建築物の耐震性の強化 

市は、県内各自治体や関係団体との連携を図るとともに「小田原市

耐震改修促進計画（令和４年３月）」に基づき、昭和 56 年以前に

査の結果に基づき修繕計画を策定し、計画的に耐震化を図り、不測

の災害に備えていきます。 

 

第２ 警戒避難体制の整備 

１ 土砂災害に関する情報の収集及び伝達 

（略） 

 

 

 

 

第１ 上水道 

市では、配水池等の主要な施設について耐震診断や劣化調査の実施

に基づく耐震化対策に努めるとともに、停電時に備え非常用自家用

発電設備等の設置を推進します。 

また、管路については、耐震性の向上を図るため重要度の高い管路

を優先的に更新するとともに、適切な維持管理に努めます。 

 

 

 

第９節 建築物の安全確保対策 

第２ 既存建築物の耐震性の強化 

市は、県内各自治体や関係団体との連携を図るとともに「小田原市

耐震改修促進計画（令和４年４月）」に基づき、昭和 56 年以前に
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37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38 

 

 

新耐震設計基準によらずに建築された建築物について、総合的かつ 

計画的に既存建築物の耐震化を推進します。 

 

エ 木造住宅耐震診断費補助、耐震改修費補助事業を実施し、旧耐

震基準の木造住宅の耐震性の向上を積極的に促進するとともに、除

却工事費についても支援します。 

 

(削除)※以下項番ずれ 

 

 

 

 

 

６ 空き家対策 

空き家を起因とした二次災害が発生するおそれがあるため、空き家

の予防、流通・利活用の促進、適正管理の促進により空き家の削減

に努めます。 

 

 

 

第１ 災害情報等の収集・災害情報受伝達体制の充実 

１ 通信施設の整備拡充 

災害時における通信体制の確立を図るため、無線通信施設の整備拡

新耐震設計基準によらずに建築された建築物について、総合的かつ 

計画的に既存建築物の耐震化を推進します。 

 

エ 木造住宅耐震診断費補助、耐震改修費補助事業を実施し、木造

住宅の耐震性の向上又は除却を積極的に促進します。 

 

 

３ 住宅の倒壊対策 

災害時に家屋が倒壊した場合においても、屋内に安全な空間を作り

出し、生命、身体の防護を図ることのできる耐震シェルター等の設

置に関して、補助制度等についての周知を行うなど、住宅の倒壊か

ら命を守る取組を推進していきます。 

 

７ 空き家対策 

市は、平常時より、災害による被害が予測される空き家等の状況の

確認に努めます。 

 

 

 

 

第１ 災害情報等の収集・災害情報受伝達体制の充実 

１ 通信施設の整備拡充 

災害時における通信体制の確立を図るため、無線通信施設の整備拡
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39 

 

 

 

 

 

 

充と合わせて、他の関係機関等の通信施設の活用を図ります。 

また、災害時に市災害対策本部及び小田原警察署等の防災関係機関

や電気、ガス、医療等の生活関連機関との連絡体制を確保するため

の衛星電話等の通信機器を活用します。 

 

３ 広域災害救急医療情報システム(ＥＭＩＳ)の活用  

厚生労働省により、平成 26年 8月に改修・整備された広域災害救

急医療情報システム(ＥＭＩＳ)を活用し、都道府県を超えて医療機

関の稼働状況などの災害医療に関わる情報を共有し、被災地域で迅

速かつ適切に医療救護に関する情報を集約・提供することで他機関

との円滑な連携を図ります。 

今後は、他システムとの連携等により、より高度な活用を図ります。 

 

 

 

 

第１ 災害情報等の収集・災害情報受伝達体制の充実 

６ 災害対応におけるＤＸの推進 

情報通信分野におけるデジタル技術の革新が進む中、情報収集や救

出・救助、被災者支援など、災害対応のあらゆる場面で、ＡＩやデ

ジタル技術を活用し、災害対策の高度化を促進する、防災における

ＤＸの推進に努めます。 

 

充と合わせて、他の関係機関等の通信施設の活用を図ります。 

また、災害時に市災害対策本部及び小田原警察署等の防災関係機関

や電気、ガス、医療等の生活関連機関との連絡体制を確保するため

の衛星電話等の通信機器の導入を検討します。 

 

３ 防災情報システムの活用  

地震、風水害及びその他の災害時における迅速かつ的確な応急対策

活動を行うため、市防災情報システムが平成 13年 3月より稼働し

ています。 

また、厚生労働省により、平成 26年 8月に改修・整備された広域

災害救急医療情報システム(ＥＭＩＳ)を活用し、都道府県を超えて

医療機関の稼働状況などの災害医療に関わる情報を共有し、被災地

域で迅速かつ適切に医療救護に関する情報を集約・提供することで

他機関との円滑な連携を図ります。 

今後は、他システムとの連携等により、より高度な活用を図ります。 

 

第１ 災害情報等の収集・災害情報受伝達体制の充実 

（追加） 
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40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 防災拠点等の機能確保 

（略） 

また、「小田原市災害時トイレ確保計画」（令和５年３月）に基づき、

災害用マンホールトイレの設置等、防災拠点等の機能の強化に努め

ます。 

なお、燃料については、あらかじめ、石油販売業者と、燃料の優先

供給について協定の締結を推進するとともに、平時から受注機会の

増大などに配慮するよう努めます。 

更に、避難所等への太陽光発電設備や蓄電池設備の整備、災害時に

おける電動車両による電力供給に関する協定を活用し、停電時にお

ける電力供給体制を確立します。 

◆資料〇-〇：マンホールトイレ設置状況 

◆資料〇-〇：小田原市災害時トイレ確保計画 

◆協定 3-5：電気自動車を活用した災害連携協定（神奈川日産自動

車(株)、(株)日産サティオ湘南、日産プリンス神奈川販売(株)） 

◆協定 3-6：災害時における電動車両等の支援に関する協定（東日

本三菱自動車販売(株)、三菱自動車工業(株)） 

◆資料 6-13：太陽光発電設備、蓄電池設備設置校一覧 

◆協定〇-〇：小田原市、日本交通横浜株式会社及び株式会社 Mobility 

Technologiesの包括連携協定 

◆協定〇-〇：小田原市と富士急湘南バス株式会社との包括連携協

定 

◆協定〇-〇：小田原市と箱根モビリティサービス株式会社との包

第４ 防災拠点等の機能確保 

（略） 

また、災害用マンホールトイレの設置等、防災拠点等の機能の強化

に努めます。 

なお、燃料については、あらかじめ、石油販売業者と、燃料の優先

供給について協定の締結を推進するとともに、平時から受注機会の

増大などに配慮するよう努めます。 

更に、一部の避難所への太陽光発電設備や蓄電池設備の整備、災害時

における電動車両による電力供給に関する協定を活用し、停電時にお

ける電力供給体制を確立します。 

◆資料 6-13：太陽光発電設備、蓄電池設備設置校一覧 

◆協定 3-6：災害時における電動車両等の支援に関する協定（東日

本三菱自動車販売(株)、三菱自動車工業(株)） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

        令和５年度 小田原市地域防災計画改定案 新旧対照表 
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頁 改定後 改定前 

 

 

43 

 

 

 

 

48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

括連携協定 

 

イ 飲料水兼用耐震性貯水槽の活用 

地震時における飲料水及び消火用の水源を確保するため、広域避難

所等に整備されている飲料水兼用耐震性貯水槽を活用します。 

 

 

２ 空き室の把握 

市は、災害時における被災者の住居として利用可能な市営住宅の空

き室の把握に努め、災害時に迅速にあっ旋できるよう、あらかじめ

体制を整備します。 

 

 

 

 

 

第１０ 感染症対策 

 市は、感染症の発生を踏まえ、災害対応に当たる職員等の感染症

対策の徹底や、避難所における避難者の過密抑制、避難所等のおけ

るレイアウトや動線等の確認など、感染症対策を取り入れた防災対

策を推進します。 

 感染症患者が発生した場合の対応を含め、平常時から防災担当部

局と保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、ホテルや旅館

 

 

イ 飲料水兼用耐震性貯水槽の整備  

地震時における飲料水及び消火用の水源を確保するため、必要に応

じて飲料水兼用耐震性貯水槽の整備を検討します。 

 

 

２ 空き家等の把握 

市は、災害時における被災者の住居として利用可能な公営住宅や空

き家等の把握に努め、災害時に迅速にあっ旋できるよう、あらかじ

め体制を整備します。 

 

 

 

 

 

第１０ 感染症対策 

 市は、新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応に当

たる職員等の感染症対策の徹底や、避難所における避難者の過密抑

制、避難所等のおけるレイアウトや動線等の確認など、感染症対策

を取り入れた防災対策を推進します。 

 感染症患者が発生した場合の対応を含め、平常時から防災担当部

局と保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、ホテルや旅館
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頁 改定後 改定前 

 

 

49 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53 

 

 

 

 

 

等の活用等を含めて検討するよう努めます。 

 

第２ 被災者支援 

２ 個別避難計画の作成 

市は、「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」を参

考に、避難支援等関係者と連携した、避難行動要支援者に対する具

体的な避難方法等についての個別避難計画の作成に努めます。 

また、被災者支援業務の迅速化・効率化のため、避難行動要支援者

名簿及び個別避難計画の作成等にデジタル技術の活用を検討しま

す。 

なお、個別避難計画の作成に際しては、必要に応じて県から財政面、

技術面の支援を受けます。 

３ 緊急通報システム等の整備 

市は、一人暮らし高齢者及び単身の障がい者等の安全を確保するた

め、緊急通報システム等の整備を推進するとともに、在宅者の安全

性を高めます。 

 

第１ 食料、飲料水及び生活必需品等の備蓄及び確保 

市及び関係機関は、災害時における応急対策活動を円滑に行うた

め、要配慮者、女性、子どもにも配慮した防災資機材等の整備及び

食料、飲料水、生活必需品等の確保を図るとともに防災倉庫の確保

に努めます。 

また、備蓄を行うにあたっては、「小田原市災害時備蓄計画」（令和

等の活用等を含めて検討するよう努めます。 

 

第２ 被災者支援 

２ 個別避難計画の策定 

市は、「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」を参

考に、避難支援等関係者と連携した、避難行動要支援者に対する具

体的な避難方法等についての個別避難計画の策定に努めます。 

 

 

 

 

 

３ 緊急通報システム等の整備 

市は、一人暮らし高齢者及び単身の障がい者等の安全を確保するた

め、緊急通報システム等の整備に努めるとともに、在宅者の安全性

を高めます。 

 

第１ 食料、飲料水及び生活必需品等の備蓄及び確保 

市及び関係機関は、災害時における応急対策活動を円滑に行うた

め、要配慮者、女性、子どもにも配慮した防災資機材等の整備及び

食料、飲料水、生活必需品等の確保を図るとともに防災倉庫の増設

に努めます。 

また、備蓄を行うにあたって、大規模な地震が発生した場合には、
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

61 

 

５年９月）に基づくとともに、大規模な地震が発生した場合には、

物資の調達や輸送が平常時のようには実施できないという認識に

立ち、初期の対応に十分な量の備蓄に努めるとともに、物資の性格

に応じ、集中備蓄又は避難場所の位置を勘案した分散備蓄を行う等

の観点に対しても配慮することに加え、事業者と連携した流通備蓄

による供給体制を構築します。 

４ 感染症対策物資の確保 

 市は、感染症の発生を踏まえ、マスクや手指消毒液、段ボールベ

ッド、間仕切用テント、間仕切用パーティションなど、感染症対策

物資の確保に努めます。 

 

 

第２ 防災資機材等の整備  

（略） 

なお、物資の輸送管理に関しては、ラストマイルにおける支援物資

輸送・拠点開設・運営ハンドブック（平成 31年３月国土交通省総

合政策局参事官（物流産業）室）を参考に実施します。 

また、平時から、訓練等を通じて、物資の備蓄状況や運送手段の確

認を行うとともに、災害協定を締結した民間事業者等の発災時の連

絡先、要請手続等の確認を行うよう努めます。 

 

第１ 上水道 

市では、非常用自家発電設備等の設置や、応急復旧資機材の備蓄、

物資の調達や輸送が平常時のようには実施できないという認識に

立ち、初期の対応に十分な量の備蓄に努めるとともに、物資の性格

に応じ、集中備蓄又は避難場所の位置を勘案した分散備蓄を行う等

の観点に対しても配慮します。 

 

 

４ 感染症対策物資の確保 

 市は、新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、マスクや手指

消毒液、段ボールベッド、パーテーションなど、感染症対策物資の

確保に努めます。 

 

 

第２ 防災資機材等の整備  

（略） 

また、平時から、訓練等を通じて、物資の備蓄状況や運送手段の確

認を行うとともに、災害協定を締結した民間事業者等の発災時の連

絡先、要請手続等の確認を行うよう努めます。 

 

 

 

 

第１ 上水道 

市では、非常用自家発電設備等の設置や、応急復旧資機材の備蓄、
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

64 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67 

 

 

 

 

及び浄水工程に使用する薬品の確保に努めています。 

また、公益社団法人日本水道協会会員による相互応援や災害応急復

旧工事等に関する協定の締結により、復旧体制の強化を図ってお

り、災害拠点病院や広域避難所等の重要給水施設への配水再開など

計画的な応急復旧に努めます。 

 

 

第１ 市民等への周知 

（略） 

また、自主防災組織の規約及び防災計画の作成を促進するととも

に、地区の特性に合わせて地区居住者等が共同して行う防災活動に

関する計画（地区防災計画）の作成を支援します。 

なお、地区防災計画について、住民等から素案の提案があった場合

で、小田原市防災会議が必要と認める時は地域防災計画の中に位置

づけます。 

 

◆資料〇-〇：地区防災計画作成状況 

 

（４）防災訓練に係る補助  

ア 防災訓練開催に伴う経費について、自治会連合会において実施

する場合には補助を行います。 

 

 

及び浄水工程に使用する薬品の確保に努めています。 

また、公益社団法人日本水道協会会員による相互応援や災害応急復

旧工事等に関する協定の締結により、復旧体制の強化を図ってお

り、災害拠点病院をはじめとする医療機関や広域避難所等の重要給

水施設への配水再開など計画的な応急復旧に努めます。 

 

 

第１ 市民等への周知 

（略） 

また、自主防災組織の規約及び防災計画の作成を促進するととも

に、地区の特性に合わせて地区居住者等が共同して行う防災活動に

関する計画（地区防災計画）の作成を支援します。 

 

 

 

 

 

 

（４）防災訓練に係る補助  

ア 自主防災組織が実施する防災訓練のうち、市消防職員の指導に

よる消火訓練で、自主防災組織が使用した消火器の詰替を行いま

す。 

イ 防災訓練開催に伴う経費について、自治会連合会において実施
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

71 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 小田原市災害ボランティアセンター設置・運営マニュアルの整

備 

市は、大規模な地震発生後の復旧・復興にあたり、ＮＰＯ・ボラン

ティアを円滑に受入れ、効果的な支援活動が展開できるよう、市社

会福祉協議会や各種団体等と協働して、市災害ボランティアセンタ

ーの設置・運営に関するマニュアルについて、随時内容の検証・見

直しを行います。マニュアルにおいては市と関係機関の役割分担等

を定めるよう努め、災害ボランティアセンターの設置予定場所につ

いては、あらかじめ明確化します。 

 

２ 職員必携書 

防災に関する技術、知識を身につけ、災害が発生してもこれに対処

できるよう｢災害対策のてびき｣を市職員に示し、その周知徹底を図

るとともに、その内容については適宜修正をします。 

第５ その他の防災知識の普及・啓発 

市は、市民の適切な避難や防災行動に資するハザードマップや地震

発生時の行動マニュアル等を分かりやすく作成し、市民等に配布す

るとともにホームページへの公開や研修を実施する等、防災知識の

普及啓発に努めます。 

 

 

する場合には補助を行います。 

 

４ 小田原市災害ボランティアセンター設置・運営マニュアルの整

備 

市は、大規模な地震発生後の復旧・復興にあたり、ＮＰＯ・ボラン

ティアを円滑に受入れ、効果的な支援活動が展開できるよう、市社

会福祉協議会や各種団体等と協働して、市災害ボランティアセンタ

ーの設置・運営に関するマニュアルを整備するとともに、随時内容

の検証・見直しを行います。 

 

 

 

２ 職員必携書 

防災に関する技術、知識を身につけ、災害が発生してもこれに対処

できるよう｢災害対策のてびき｣を市職員に配布し、その周知徹底を

図るとともに、その内容については適宜修正をします。 

第５ その他の防災知識の普及・啓発 

市は、市民の適切な避難や防災行動に資する防災マップや地震発生

時の行動マニュアル等を分かりやすく作成し、市民等に配布すると

ともにホームページへの公開や研修を実施する等、防災知識の普及

啓発に努めます。 
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頁 改定後 改定前 

77 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

79 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 災害対策本部等の設置 

１ 災害対策本部の設置 

（２）災害対策本部の設置基準 

＜市災害対策本部の設置基準＞ 

● 市内数地域で災害が発生し、又は災害が発生するおそれが非常

に高いとき。 

● 南海トラフ地震臨時情報（調査中）又は南海トラフ地震臨時情

報（巨大地震注意）が発表されたとき。 

● 市内で気象庁発表による震度５弱以上の地震があったとき。 

● 市内に大津波警報が発表されたとき。 

● その他の状況により、市長が配備を指示したとき。 

 

２ 動員の発令  

（略） 

イ 消防部、福祉・医療部（市立病院）の動員は、それぞれ消防長、

病院長が行います。 

 

５ 職員の動員計画 

（２）非常配備 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等の発表を知ったとき、

震度５強以上の地震が発生したとき、又は大津波警報が発表された

ときは、小田原市災害対策本部規程第５条に規定する動員３号体制

及び小田原市災害初動体制規程に基づき、速やかに非常配備につき

第２ 災害対策本部等の設置 

１ 災害対策本部の設置 

（２）災害対策本部の設置基準 

＜市災害対策本部の設置基準＞ 

● 市内で気象庁発表による｢震度 5 弱｣以上の地震があったとき。 

● 気象庁が相模湾・三浦半島津波予報区に大津波警報を発表した

とき。 

● 横浜地方気象台から市域を対象とする特別警報（緊急地震速報

【震度 6 弱以上】、大津波警報）が発表されたとき。 

● その他、地震、火災及び爆発等大規模な災害が発生し、設置の

必要があると認められるとき。 

 

２ 動員の発令  

（略） 

イ 消防部、医療救援部（医療関係部門）の動員は、それぞれの所

属長が行います。 

 

５ 職員の動員計画 

（２）非常配備 

警戒宣言等の発令及び地震災害時の動員は、南海トラフ地震臨時情

報（巨大地震警戒）等の発表を知ったとき、震度５弱以上の地震が

発生したとき、又は大津波警報が発表されたときは、小田原市災害

対策本部規程第５条に規定する（資料 2-13）動員３号体制及び小
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

83 

 

 

 

 

 

 

 

84 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ます。 

 

 

４ 広報活動の方法 

（１）直接広報 

広報事項に応じて、次の方法により直接的な広報活動を行います。 

ア スマートフォン向け防災アプリ「おだわら防災ナビ」 イ 防

災行政無線 ウ 広報車    エ 市ホームページ  オ 防

災メール  カ ＦＭおだわら キ 広報小田原 ク ＦＡＸ 

ケ 緊急速報メール 

 

２ 無線通信 

（１）防災行政無線（固定系） 

防災行政無線（固定系）の運用については、「小田原市防災行政無

線（固定系）放送要綱」に基づき行います。 

 

（４）消防無線 

消防無線の運用については、「小田原市消防通信取扱規程」に基づ

き行います。 

（５）消防団無線 

消防団無線の運用については、「小田原市消防団無線局管理運用規

程」に基づき行います。 

 

田原市災害初動体制規程（資料 2-20）に基づき、速やかに非常配

備につきます。 

 

４ 広報活動の方法 

（１）直接広報 

広報事項に応じて、次の方法により直接的な広報活動を行います。 

ア 防災行政無線 イ 広報車    ウ 市ホームページ 

エ 防災メール  オ ＦＭおだわら カ 広報小田原 

 

 

 

２ 無線通信 

（１）防災行政無線（固定系） 

防災行政無線（固定系）の運用については、消防部隊は「小田原市

消防通信取扱規程」、消防団は「小田原市消防団無線局管理運用規

程」に基づき行います。 

（４）消防無線 

消防無線の運用については、小田原市消防計画の定めるところによ

ります。 

（５）追加、以降項番ずれ 
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頁 改定後 改定前 

87 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

88 

 

 

 

 

 

２ 消防活動 

（２）初動体制の確立 

 ア 消防部の措置等 

（イ）通信指令体制の確立 

消防指令センターは、通信施設の機能試験を行い、指令通信体制の

確立にあたります。 

（ウ）被害状況の確認 

各署所の職員に指示し、署所周辺の被害状況、海岸監視、防潮扉の

閉鎖措置等について報告させます。 

 

（２）初動体制の確立 

ウ 消防団の措置 

（ア）消防団本部、分団本部の開設 

消防団の指揮、連絡体制を確立するため、消防団本部及び消防団待

機宿舎に分団本部（２以上の消防団待機宿舎のある分団にあって

は、分団長の指定する消防団待機宿舎とする。）を開設します。 

 

（エ）消火活動 

地震災害発生と同時に消防団待機宿舎に参集して出動体制を整え

ます。 

（４）消防部隊の運用 

ア 部隊運用は、発災後においては、市消防統括本部において運用 

することを基本とします。 

２ 消防活動 

（２）初動体制の確立 

 ア 消防部の措置等 

（イ）通信指令体制の確立 

消防指令センターは、通信施設の機能試験を行い、指令、通信体制

の確立にあたります。 

（ウ）被害状況の確認 

各署所の職員に指令し、署所周辺の被害状況、海岸監視、防潮扉の

閉鎖措置等について速報させます。 

 

（２）初動体制の確立 

ウ 消防団の措置 

（ア）消防団本部、分団本部の開設 

消防団の指揮、連絡体制を確立するため、市消防統括本部のもとに

消防団本部、分団詰所に分団本部（２以上の分団詰所のある分団に

あっては、分団長の指定する分団詰所とする。）を開設します。 

 

（エ）消火活動 

地震災害発生と同時に分団詰所に参集して出動体制を整えます。 

 

（４）消防部隊の運用 

ア 部隊運用は、発災後においては、市消防統括本部において一括 

運用統制することを基本とします。 
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

97 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

98 

 

 

ただし、災害の状況により情報の収集が制限され又は困難となった

場合、その他市消防統括本部において運用することが困難となった

場合は、発災場所を受持区域とする署所に運用業務を一時的に委ね

るものとします。 

 

（５）無線通信の運用 

ア 無線通信系統 

無線通信系統は、共通波（統制波、主運用波）及び活動波（市波・

救急波）によります。 

 

表中 給食給水班 

（兼物品配分） 

市災害対策本部からの食料及び飲料水が不足する場合や遅延する

場合等においては、民間ボランティアの協力により必要に応じ炊き

出しや、応急給水口及び飲料水兼用耐震性貯水槽を利用した給水活

動を行うほか、給水車による給水の際の秩序の維持に必要な活動を

行います。 

また、広域避難所へ配送された食料及び物品等については、受払簿

等により管理し、搬入、仕分け、保管及び配分を行います。 

 

２ 広域避難所における時期別の課題等 

（１）初動期（1日～3日） 

キ 水洗トイレの使用可否の確認と、代替措置の実施 

ただし、災害の状況により情報の収集が制限され又は困難となった

場合、必要部隊の不足等の事態に至った場合、その他市消防統括本

部において一括運用統制することが困難となった場合は、発災場所

を受持区域とする署所の中隊長に運用業務を一時的に委ねるもの

とします。 

（５）無線通信の運用 

ア 無線通信系統 

無線通信系統は、消防波（統制波、共通波（主運用波）、活動波（市

波・救急波）によります。 

 

表中 給食給水班 

（兼物品配分） 

市災害対策本部からの食料及び飲料水が不足する場合や遅延する

場合等においては、民間ボランティアの協力により必要に応じ炊き

出し及びろ水機を利用した給水活動を行うほか、給水車による給水

の際の秩序の維持に必要な活動を行います。 

また、広域避難所へ配送された食料及び物品等については、受払簿

等により管理し、搬入、仕分け、保管及び配分を行います。 

 

 

２ 広域避難所における時期別の課題等 

（１）初動期（1日～3日） 

キ 水洗トイレの使用可否の確認と、代替措置の実施 
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101 

 

 

 

 

102 

 

 

 

 

 

104 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）使用できない場合は、水洗トイレの使用を速やかに中止する

ことを徹底し、携帯トイレの設置を行います。また、マンホールト

イレが整備されている広域避難所においては、あわせてマンホール

トイレを設置します。 

 

２ 帰宅困難者への支援 

（２）避難誘導及び治安維持等 

ア 周辺の土地に不案内な観光客等に的確な行動を促すため、デジ

タルサイネージ等を活用し十分な情報提供を行います。 

 

２ 市営住宅等の空き室の活用 

 市は、災害の規模等にかんがみて必要に応じ、被災者の一時入居

のため、市営住宅の空き室を積極的に活用します。また、神奈川県

から情報提供される民間賃貸住宅の空き室についても、借上げに関

して、神奈川県と連絡・調整を行いながら活用していきます。 

 

（５）福祉施設への収容 

ア 広域避難所での一般避難スペースでは生活することが困 

難な障害者、医療的ケアが必要な要配慮者については、広域避難所

運営委員会において保健師、ケースワーカー等と協議し、次に掲げ

る施設を福祉避難所として、家族単位により収容します。 

 （略） 

イ 福祉施設の運営にあたっては、潜在看護師、潜在保健師及び市

（ｲ）使用できない場合は、水洗トイレの使用を速やかに中止徹底

し、携帯トイレの設置を行います。 

 

 

 

２ 帰宅困難者への支援 

（２）避難誘導及び治安維持等 

ア 周辺の土地に不案内な観光客等に的確な行動を促すため、十分

な情報提供を行います。 

 

２ 市営住宅等の空家の活用 

 市は、災害の規模等にかんがみて必要に応じ、被災者の一時入居

のため、市営住宅の空家を積極的に活用します。また、市は、民間

アパート等の空室についても、その施設管理者に対し、応急住宅と

しての提供を要請します。 

 

（５）福祉施設への収容 

ア 広域避難所での対応が困難となった要配慮者については、広域

避難所運営委員会において保健師、ケースワーカー等と協議し、次

に掲げる施設を福祉避難所として、家族単位により収容します。 

 

（略） 

イ 福祉施設の運営にあたっては、潜在看護師、潜在保健師及び市
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110 

 

 

 

 

 

111 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉協議会の協力のもとにボランティアを配置するとともに、

要配慮者の生活上の支援のため、ケースワーカー、ホームヘルパー

等を必要に応じ派遣します。  

なお、メンタルケア、入浴サービス等の専門的な支援については、

県保健福祉事務所及び市内の民間社会福祉施設の協力を働きかけ

ます。 

特に、医療的ケアを必要とする者に対しては、人工呼吸器や吸引器

等の医療機器の電源の確保等の配慮に努めます。 

 

８ 広域火葬応援体制 

 被災状況により市の火葬場の能力を超えたときは、「神奈川県広

域火葬計画」に基づき他自治体の火葬場で火葬を実施します。 

 

 

 

２ 対象者 

（１） 避難所避難者で食料の確保ができない者 

（２） 避難所外避難者で食料の確保ができない者 

（３） 帰宅困難者 

（４） 救出救援活動に従事する者 

（５） その他市長が必要と認めた者 

 

（削除） 

社会福祉協議会の協力のもとにボランティアを配置するとともに、

要配慮者の生活上の支援のため、ケースワーカー、ホームヘルパー

等を必要に応じ派遣します。  

なお、メンタルケア、入浴サービス等の専門的な支援については、

県保健福祉事務所及び市内の民間社会福祉施設の協力を働きかけ

ます。 

 

 

 

８ 広域火葬応援体制 

被災状況により市の火葬場の能力を超えたときは、広域火葬応援体

制に基づき他自治体の火葬場で火葬を実施します。 

 

 

 

２ 災害時における食料の応急配給 

（１）応急配給を行う場合  

災害が発生し、又はそのおそれがある場合で、市長が必要と認め

た場合 

（２）応急供給の対象及び配給方法等  

 

表 応急供給の対象及び配給方法等 

 



20 

        令和５年度 小田原市地域防災計画改定案 新旧対照表 

20 

 

頁 改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）応急配給品目  

応急配給品目は、原則として米穀とするが、状況によりクラッカ

ー等とします。  

（４）応急配給の数量  

1人あたりの配給数量は、前表の 1食あたり精米配給限度量のと

おりです。ただし、市長は、特に必要があると認める場合は、クラ

ッカー等については、定まった配給量のほかに加配することができ

ます。  

（５）安全な地域に避難した被災者に対する配給及び転出人の取扱  

ア 大規模災害発生により急きょ被災地から避難したため、又は

市庁舎が被災し、公務を遂行することが事実上不可能な事情のた

め、転出証明書の交付を受けることができなかった被災者であっ

て、安全な地域の親類、縁者、知人等の世帯に避難し、当分の間滞

留する者に対する配給は、避難者からの申し出があれば、市長が罹

災者証明書等により被災者である旨の確認を行い、1人 1箇月あた

り基本配給数量 15kgの精米を限度として配給することができま

す。  

イ 避難者の滞留期間が長期になる場合は、転出証明書（同一市

内の場合は、市内異動通知書によります。）の交付を受けて正規の

転入手続きによって通常の配給に切替えます。  

（６）県知事への報告 

市長は、緊急に配給の必要がある場合は、現地供給機関と協議し配

給を実施することができますが、事後速やかに災害の発生日時、場
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112 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 調達・供給方法  

（１）公的備蓄食料の供給 

自助・共助を補完する位置付けとして市が避難所等に備蓄してい

る公的備蓄食料を供給します。 

（２）災害協定に基づく調達・供給 

 災害時における食料等の調達に係る協定に基づき、協定締結事業

者及び団体等へ要請を行い、食料を供給します。 

（３）流通備蓄による供給 

流通備蓄の方式で備蓄する物資の輸送を委託事業者及び協定締

結事業者に要請し、供給します。 

（４）救援物資の要請 

 （１）から（３）による供給でなお不足が生じる場合は、県知事

に対して救援物資の要請を行い、供給します。 

４ 食料の輸送 

  「災害時における物資の輸送に関する協定」に基づき、協定締

結事業者を中心として集中備蓄用倉庫及び地域内輸送拠点並びに

民間の物資集積拠点の管理・運営を実施するほか、災害対策本部

との連携のもと各避難所のニーズを把握した上で食料を輸送しま

す。 

なお、避難所での配分の際は、在宅での避難や車中避難など、様々

所、配給人員、配給品目、配給数量及び現場受領責任者等について

県知事に報告します。 

 

３ 主要食料の調達方法  

（１）米穀の調達方法  

小規模の災害については、市内米穀販売事業者との協定により調達

し供給します。  

市長は被害の状況により市内米穀販売事業者所有の米穀のみでは

供給が困難な場合には、災害応急用米穀の供給を県知事に要請しま

す。  

また、災害救助法が適用された場合、政府所有米の供給に関して、

県知事に供給を要請します。  

市長は、交通、通信の途絶のため、災害救助用米穀の引取りに関す

る県知事の指示を受けえない場合には、災害救助法適用期間中は、

農林水産省（政策統括官付貿易業務課）に要請します。 （１） 

（２）備蓄食料等の調達方法  

市長は、備蓄食料等の備蓄食料を活用した食料品等の提供に努める

とともに、不足した場合には、市内業者等から調達します。  

（３）ミルクの調達方法  

乳幼児のミルク（液体ミルクを含む）は、備蓄を活用して提供に努

めるとともに不足した場合には、市長が適宜調達します。  

調達が困難な場合は、県知事に対して支援要請します。   

４ 副食、調味料の調達方法  
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な事情から避難所以外で避難生活を送る被災者にも考慮します。 

 

 

 

 

 

 

５ 学校給食施設における炊き出し 

施設の安全を確認し、ライフライン（電気・ガス・水道等）が復

旧した時点で、炊き出しを行います。 

（１） 炊き出しのための施設は、市内小学校、学校給食センター、

橘・豊川・国府津学校給食共同調理場とします。 

（２） 学校給食施設における炊き出しは、自主防災組織等の協力

を得て、その施設に属する栄養士、調理員を中心に行います。 

なお、状況に応じて各施設の職員が相互に応援、協力するものとし

ます。 

 

６ 食料の供給の期間等  

食料の供給の実施期間は、「小田原市災害時備蓄計画」並びに県

や他自治体からの救援物資及び国のプッシュ型支援における計画

を踏まえ、災害発生の日から 7日を目安とします。 

 

◆資料 6-2：備蓄物資一覧 

醤油、味噌、塩、梅干等の副食、調味料については市内の販売業者

に依頼し、市長が適宜調達します。調達が困難な場合は、県知事に

支援要請します。  

５ パンの調達方法  

市内の販売業者に依頼し、市長が適宜調達します。  

調達が困難な場合は、県知事に対して支援要請します。 

 

６ 学校給食施設における炊き出し 

施設の安全を確認し、ライフライン（電気・ガス・水道等）が復旧

した時点で、炊き出しを行います。 

ア 炊き出しのための施設は、市内小学校、学校給食センター、

橘・豊川・国府津学校給食共同調理場とします。 

イ 学校給食施設における炊き出しは、自主防災組織等の協力を

得て、その施設に属する栄養士、調理員を中心に行います。 

なお、状況に応じて各施設の職員が相互に応援、協力するものとし

ます。 

 

７ 食料の供給の期間等  

ア 食料の供給の実施期間は、災害発生の日から 7日以内としま

す。  

イ 応急給食を実施するため、備蓄その他の方法により、食料確保

につき平常時において検討しておくものとします。 

◆資料 6-2：備蓄物資一覧 
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

113 

 

 

 

 

 

 

 

 

114 

◆資料 6-5：市内学校給食施設状況 

◆資料 6-6：学校給食センター主要設備の内容 

◆協定 1-1：米殻の調達に関する協定書（ヤオマサ㈱等） 

◆協定 1-3：災害時における生鮮食料品の調達に関する協定書（青

果商業協同組合等） 

◆協定 1-8、1－9：災害時における物資の調達に関する協定書（小

田原百貨店、ヤオマサ等） 

◆協定 4－1：災害時における物資の輸送等に関する協定書（（一社）

トラック協会） 

◆協定 4－2：災害時における物資の輸送等に関する協定書（佐川

急便株式会社） 

 

 

３ 飲料水の確保  

飲料水は、上水道施設、飲料水兼用耐震性貯水槽、応急給水口によ

り確保します。 

４ 被災者への給水方法  

ア 上水道の水は、給水車、応急給水用タンク及び非常用飲料水袋、

等により、（資料 6-11）に示す給水場所において被災者に供給しま

す。また、広域避難所においては、応急給水口からの水も活用しま

す。 

 

２ 対象者  

◆資料 6-5：市内学校給食施設状況 

◆資料 6-6：学校給食センター主要設備の内容 

◆協定 1-1：米殻の調達に関する協定書（ヤオマサ㈱等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 飲料水の確保  

飲料水は、上水道施設、飲料水兼用耐震性貯水槽、緊急遮断弁付受

水槽、井戸又はプールの水をろ過することにより確保します。 

４ 被災者への給水方法  

ア 上水道の水は、給水車、応急給水用タンク及び非常用飲料水袋

等により、（資料 6-10）に示す給水場所において被災者に供給しま

す。 

 

 

２ 災害時における衣料等物資の供給  
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）  避難所避難者で生活必需品の確保ができない者 

（２） 避難所外避難者で生活必需品の確保ができない者 

（３） 帰宅困難者 

（４） その他市長が必要と認めた者 

 

 

３ 生活必需品の調達・供給  

（１） 品目 

災害のため供給する生活必需品は、次に掲げるもののうち必要と認

める最小限度のものとします。 

なお、被災者から求められる物資は時間の経過とともに変化するこ

とを踏まえ、時宜を得た物資の調達に留意するとともに、季節等の

実情を考慮します。 

ア 寝具類     ： 毛布、布団  

イ 衣料       ： 作業衣、子供服、肌着、靴下等 

ウ 衛生用品   :  生理用品、子供用おむつ、大人用おむつ 

エ トイレ用品 :  携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットぺ

ーパー 

オ 炊事用具   ： 包丁、鍋等  

カ 食器類     ： 茶碗、皿、箸等  

キ 日用雑貨類 ： 石鹸、タオル、バケツ等  

ク 光熱材料   ： 懐中電灯、電池、ローソク、プロパンガ

ス等  

（１）生活必需品供給対象者  

災害によって住家の全焼、全壊、流失、半焼、半壊及び床上浸水等

により日常生活に欠くことのできない衣服、寝具その他の生活必需

品を喪失又はき損し、しかも資力の有無にかかわらず、これらの物

品を直ちに入手することができない状態にあると認めた者としま

す。 

（２）生活必需品の供給範囲  

災害のため供給する生活必需品は、次に掲げるもののうち必要と認

める最小限度のものとします。 

なお、被災者から求められる物資は時間の経過とともに変化するこ

とを踏まえ、時宜を得た物資の調達に留意するとともに、季節等の

実情を考慮します。 

ア 寝具類     ： 毛布、布団  

イ 衣料       ： 作業衣、子供服、肌着、靴下等 

ウ 炊事用具   ： 包丁、鍋等  

エ 食器類     ： 茶碗、皿、箸等  

オ 日用雑貨類 ： 石鹸、タオル、バケツ等  

カ 光熱材料   ： 懐中電灯、電池、ローソク、プロパンガ

ス等  

キ 食料       ： パン類、めん類、副食、調味料等（主要

食料を除く） 
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

115 

 

 

（２） 供給・調達方法  

ア 公的備蓄物資の供給 

自助・共助を補完する位置付けとして市が避難所等に備蓄している

公的備蓄物資を供給します。 

イ 災害協定に基づく調達・供給 

 災害時における生活必需物資の調達に係る協定等に基づき、協定

締結事業者及び団体等へ要請を行い、生活必需品を供給します。 

ウ 流通備蓄による供給 

流通備蓄の方式で備蓄する物資の輸送を委託事業者及び協定締結

事業者に要請し、供給します。 

エ 救援物資の要請 

 アからウによる供給でなお不足が生じる場合は、県知事に対して

救援物資の要請を行い、供給します。 

４ 生活必需品の輸送 

 食料と同様に協定締結事業者に要請します。 

◆協定 4－1：災害時における物資の輸送等に関する協定書（（一社）

トラック協会） 

◆協定 4－2：災害時における物資の輸送等に関する協定書（佐川

急便株式会社） 

 

３ 受け入れ方法  

救援物資は、地域内輸送拠点（救援物資ターミナル）または物資集

積拠点で受け付け、仕分け等の業務を行います。業務の実施にあた

３ 物資の調達方法  

｢災害時における生活必需物資の調達に関する協定書｣及び｢災害時

におけるＬＰＧ(液化石油ガス)及び器具の調達に関する協定書」等

に定めるところにより、物資を調達します。  

４ 物資の輸送及び配分  

ア 車両等を使用し、物資を避難所等へ輸送します。  

イ 調達された物資は、被災者数に応じて各避難所ごとに配分する

ことを原則とします。  

ウ 避難所での配分の際は、在宅での避難や車中避難など、様々な

事情から避難所以外で避難生活を送る被災者にも考慮します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 受け入れ方法  

救援物資は、地域内輸送拠点（救援物資ターミナル）または物資集

積拠点で受け付け、仕分け等の業務を行います。  
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

116 

 

 

 

 

123 

 

 

 

 

 

127 

 

 

っては、災害時における物資の輸送に関する協定の締結事業者を中

心とした運営を要請するものとします。  

なお、個人からの救援物資については原則受け入れないものとし、

義援金による支援を呼びかけるものとします。 

（１） 救援物資は依頼項目に限定し、可能な限り義援金による支

援に替えます。  

（２） 荷物には、物資の内訳及び数量等の必要事項を明記します。  

（３） 腐敗しやすい生鮮食料品は受け付けないものとします。 

 

５ 物資の輸送及び配分  

救援物資は、災害対策本部との連携のもと各避難所のニーズ及び在

宅での避難や車中避難など、様々な事情から避難所以外で避難生活

を送る被災者にも考慮した上で輸送します。 

 

（４）航空機（ヘリコプター） 

市は、必要に応じて第三管区海上保安本部に要請するとともに、陸

上自衛隊、海上自衛隊の派遣は、県知事を通じて要請します。また、

あらかじめ指定した候補地の中からヘリコプター臨時離着陸場を

開設するとともに、防災関係機関等への周知徹底を図ります。 

 

２ 上水道施設の応急復旧 

 

 

なお、個人からの救援物資については原則受け入れないものとし、

義援金による支援を呼びかけるものとします。 

ア 救援物資は依頼項目に限定し、可能な限り義援金による支援に

替えます。  

イ 荷物には、物資の内訳及び数量等の必要事項を明記します。  

ウ 腐敗しやすい生鮮食料品は受け付けないものとします。 

 

 

 

５ 物資の輸送及び配分  

ア 車両等を使用し、物資を避難所等へ輸送します。 

イ 救援物資は、避難所の要望に応じて配分します。 

 

 

（４）航空機（ヘリコプター） 

市は、第三管区海上保安本部、陸上自衛隊、海上自衛隊の派遣は、

県知事を通じて要請します。また、あらかじめ指定した候補地の中

からヘリコプター臨時離着陸場を開設するとともに、防災関係機関

等への周知徹底を図ります。 

 

２ 水道施設の応急復旧 
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頁 改定後 改定前 

130 

 

 

 

 

 

 

142 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 情報提供の手段内容  

ア 発災時、避難救援期、応急復旧期、復興期に対応して、被災者

が必要とする情報を十分把握し、被災者に次項の情報等を、防災行

政無線やスマートフォン向けアプリ「小田原防災ナビ」等の情報伝

達手段によるほか、報道機関等の協力を得て的確に提供するよう努

めます。 

 

第２節 復興体制の整備 

大規模災害発生後、迅速かつ的確に震災復興対策を実施するた

め、震災復興体制を整備します。 

 また、平時から災害が発生した際のことを想定した事前復興の考

え方を整理し、気候変動により激甚化・頻発化する災害に対し、迅

速な復旧、復興が成し遂げられる災害に強いまちを目指します。 

なお、復興に資するソフト的対策を事前に準備する「復興事前準

備」の取組を進めます。 

第２ 人的資源の確保 

本格的な復旧作業及び復興事業の実施のためには、通常業務に加え

て膨大な事務執行が長期間にわたり必要になりますが、被災職員に

よる減員等により、特定の分野や職種において人員不足が予測され

ます。 

このため、特に人材を必要とする部門については、関係部局と協

議・調整し、弾力的かつ集中的に人員配置を行うとともに、必要に

応じて会計年度任用職員等の雇用を行います。 

１ 情報提供の手段内容  

ア 発災時、避難救援期、応急復旧期、復興期に対応して、被災者

が必要とする情報を十分把握し、被災者に次項の情報等を、防災行

政無線等の情報伝達手段によるほか、報道機関等の協力を得て的確

に提供するよう努めます。 

 

 

第２節 復興体制の整備 

大規模災害発生後、迅速かつ的確に震災復興対策を実施するた

め、震災復興体制を整備します。 

 また、平時から災害が発生した際のことを想定した事前復興の考

え方を整理し、気候変動により激甚化・頻発化する災害に対し、迅

速な復旧、復興が成し遂げられる災害に強いまちを目指します。 

 

 

第２ 人的資源の確保 

本格的な復旧作業及び復興事業の実施のためには、通常業務に加え

て膨大な事務執行が長期間にわたり必要になりますが、被災職員に

よる減員等により、特定の分野や職種において人員不足が予測され

ます。 

このため、特に人材を必要とする部門については、関係部局と協

議・調整し、弾力的かつ集中的に人員配置を行うとともに、必要に

応じて臨時的任用職員等の雇用を行います。 
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

147 

 

 

 

 

 

 

 

151 

 

 

 

 

第３ 事前復興計画の策定 

東日本大震災等の大規模災害時における復興まちづくりの課

題・教訓として、計画策定等に必要な基礎データの未整備、大規模

災害時の復興まちづくりに対応できる人材の不足、復興体制の早期

整備等が挙げられています。 

本市においても神奈川県西部地震等の大規模災害時には同様の

課題を抱えており、平時から災害が発生した際のことを想定し、被

災後に迅速な復旧・復興を図るための事前準備として、事前復興計

画の策定に取り組みます。 

 

２ 応急復旧後の本格復旧・復興 

市は、避難路、避難場所、延焼遮断帯、防災活動拠点ともなる幹線

道路、都市公園、河川、漁港等の（略） 

（５）災害廃棄物等 

また、倒壊家屋の解体処理は原則として所有者が行いますが、国の

補助が認められた場合には、市は県及び関係機関と調整のうえ、解

体処理についての必要な措置を実施します。 

 

７ 生活環境の確保 

（１）食料品・飲料水の安全確保 

市は、上水道施設の復旧が完了するまでは、貯水槽等の水を飲料水

として利用することから、感染症の発生等を防止するため、飲料水

の安全確保のための指導を行います 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 応急復旧後の本格復旧・復興 

市は、避難路、避難場所、延焼遮断帯、防災活動拠点ともなる幹線

道路、都市公園、河川、港湾等の（略） 

（５）災害廃棄物等 

また、家屋等の倒壊は原則として所有者が行いますが、国の補助が

認められた場合には、市は県及び関係機関と調整のうえ、解体処理

についての必要な措置を実施します。 

 

７ 生活環境の確保 

（１）食料品・飲料水の安全確保 

市は、水道施設の復旧が完了するまでは、貯水槽等の水を飲料水と

して利用することから、感染症の発生等を防止するため、飲料水の

安全確保のための指導を行います 
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頁 改定後 改定前 

 

155 

 

 

 

 

 

 

182 

 

 

 

 

 

 

 

187 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

第２節 南海トラフ地震に関する情報 

（略） 

なお、南海トラフ地震の想定震源域内で地震が発生し、市内で震度

５強以上が観測された場合については、「第４章 災害時の応急活動

対策」及び「第７章 第５節 津波からの防護、円滑な避難の確 

保及び迅速な救助に関する事項」に基づき、応急活動対策を実施し

ます。 

 

第２ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合におけ

る災害応急対策に係る措 置に関する事項 

２ 小田原市防災対策連絡会等の開催 

（略） 

南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合は、非常配備

体制のうち、準備体制または１号体制をとり、対応に係る職員は緊

急参集します。 

 

第６章 東海地震に関する事前対策 

（略） 

 

 

 

 

 

第２節 南海トラフ地震に関する情報 

（略） 

なお、南海トラフ地震の想定震源域内で地震が発生し、市内で震度

５弱以上が観測された場合については、「第４章 災害時の応急活動

対策」及び「第７章 第５節 津波からの防護、円滑な避難の確 

保及び迅速な救助に関する事項」に基づき、応急活動対策を実施し

ます。 

 

第２ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合におけ

る災害応急対策に係る措 置に関する事項 

２ 小田原市防災対策連絡会等の開催 

（略） 

南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合は、非常時配

備体制のうち、準備体制または１号体制をとり、対応に係る職員は

緊急参集します。 
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

188 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

193 

 

 

第３ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場

合における災害応急対策 に係る措置に関する事項 

２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等の伝達 

（略）市民等及び防災関係機関に対し、防災行政無線、緊急速報メ

ール、スマートフォン向け防災アプリ「おだわら防災ナビ」、電話、

電子メール等、可能な限り多様な伝達手段を用いて、南海トラフ地

震臨時情報（巨大地震警戒）等の内容や具体的にとるべき行動を正

確かつ広範に伝達します。 

 

４ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された後の

市民等への周知 

（略） 

また、市は、市民等からの問い合わせに対応できるよう、本部事務

局情報班を配置します。 

５ 災害応急対策の実施状況等に関する情報の収集・伝達等 

（２）避難状況の収集・報告 

市民救援部は、開設された避難所に配置する職員からＭＣＡ無線等

により次の情報を収集、集約し、災害対策本部の本部事務局に報告

するとともに、必要に応じて関係機関に情報提供します。 

 

２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等の伝達 

（略）市民等及び防災関係機関に対し、防災行政無線、緊急速報メ

 

第３ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場

合における災害応急対策 に係る措置に関する事項 

２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等の伝達 

（略）市民等及び防災関係機関に対し、防災行政用無線、緊急速報

メール、電話、電子メール等、可能な限り多様な伝達手段を用いて、

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒） 

等の内容や具体的にとるべき行動を正確かつ広範に伝達します。 

 

 

４ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された後の

市民等への周知 

（略） 

また、市は、市民等からの問い合わせに対応できるよう、本部事務

局情報員を配置します。 

５ 災害応急対策の実施状況等に関する情報の収集・伝達等 

（２）避難状況の収集・報告 

被災者支援チームは、開設された避難所に配置する職員からＭＣＡ

無線等により次の情報を収集、集約し、災害対策本部の本部事務局

に報告するとともに、必要に応じて関係機関に情報提供します。 

 

２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等の伝達 

（略）市民等及び防災関係機関に対し、防災行政用無線、緊急速報
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

 

 

201 

 

 

 

 

202 

 

203 

 

 

 

 

 

 

 

205 

 

 

ール、スマートフォン向け防災アプリ「おだわら防災ナビ」、電話、

電子メール等、可能な限り多様な伝達手段を用いて、南海トラフ地

震臨時情報（巨大地震注意）等の内容や具体的にとるべき行動を正

確かつ広範に伝達します。 

 

第２ 水防の責任 水防 

１ 指定水防管理団体（市）の責任 

水防管理者は、法第 4 条に基づく指定水防管理団体として、その

区域の水防を十分に果たすため、次の事項を行います。 

表中 

削除（以降番号ずれ） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

2 避難場所を開設する場合は、市民救援部及び公共施設所管課の職

員等により開設します。 

 

メール、電話、電子メール等、可能な限り多様な伝達手段を用いて、

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等の内容や具体的にとる

べき行動を正確かつ広範に伝達します。 

 

 

第２ 水防の責任 水防 

１ 指定水防管理団体（市）の責任 

水防管理者は、法第 4 条に基づく指定水防管理団体として、その

区域の水防を十分に果たすため、次の事項を行います。 

表中 

8 水防協議会の設置 

 

第２ 水防協議会 水防 

水防法第 34 条第 5 項の規定により小田原市水防協議会の組織及

び運営については、条例で定めるところによります。 

◆資料 2-5 : 小田原市水防協議会条例 

◆資料 2-6 : 小田原市水防協議会運営要綱 

◆資料 2-7 : 小田原市水防協議会委員・幹事名簿 

 

 

2 避難場所を開設する場合は、被災者支援チーム及び公共施設所管

課の職員等により開設します。 
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頁 改定後 改定前 

 

206 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

207 

 

 

 

212 

 

 

 

 

218 

 

 

 

（４）地下街及び要配慮者利用施設等の避難確保計画の作成等 

 ア 浸水想定区域内における地下街等 

（略） 

表中 

食料物資部 

イ 浸水想定区域内における要配慮者利用施設 

（略） 

表中 

福祉・医療部 

 

ウ 浸水想定区域内における大規模工場等 

（略） 

表中 

食料物資部 

２ 避難体制等の整備 

（１）高潮ハザードマップの作成・公表 

2 避難場所を開設する場合は、市民救援部及び公共施設所管課の職

員等により開設します。 

 

１ 酒匂川洪水予報  

河川の増水や氾濫などに対する水防活動のため、横浜地方気象台

と神奈川県河港課が共同して、酒匂川の区域を指定して水位又は流

 

（４）地下街及び要配慮者利用施設等の避難確保計画の作成等 

 ア 浸水想定区域内における地下街等 

（略） 

表中 

産業対策部 

イ 浸水想定区域内における要配慮者利用施設 

（略） 

表中 

福祉救護部 

 

ウ 浸水想定区域内における大規模工場等 

（略） 

表中 

産業対策部 

２ 避難体制等の整備 

（１）高潮ハザードマップの作成・公表 

2 避難場所を開設する場合は、被災者支援チーム及び公共施設所管

課の職員等により開設します。 

 

１ 酒匂川洪水予報  

河川の増水や氾濫などに対する水防活動のため、横浜地方気象台と

神奈川県河川課が共同して、酒匂川の区域を指定して水位又は流量
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

219 

 

 

 

 

 

219 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

量を示した洪水の予報を行います。 

２ 酒匂川洪水予報の種類・区域 

酒匂川洪水予報の種類・区域は、資料 8－9 酒匂川の洪水予報 の

とおりとします。 

（表削除） 

◆資料 8-9 : 酒匂川の洪水予報 

 

３ 酒匂川洪水予報観測所・基準水位（単位はｍ） 

酒匂川洪水予報観測所・基準水位は、資料 8－9 酒匂川の洪水予

報 のとおりとします。 

（表削除） 

◆資料 8-9 : 酒匂川の洪水予報 

 

第３ 水防警報 水防 

水防警報は、洪水、津波又は高潮により周辺住民に重大な被害が

生ずるおそれがあるとき、神奈川県内の土木事務所から発表され、

市・町に水防活動が必要であることを通知します。 

水防本部長（神奈川県知事）が水防警報を行う河川、水防支部長（県

西土木事務所小田原土木センター所長）が水防警報を行う河川、水

防支部長（県西土木事務所小田原土木センター所長）が水防警報を

行う海岸については、資料 8－16 水防警報を行う河川、海岸 の

とおりとします。 

 

を示した洪水の予報を行います。 

２ 酒匂川洪水予報の種類・区域 

（表）  

 

 

 

 

３ 酒匂川洪水予報観測所・基準水位（単位はｍ） 

（表）  

 

 

 

 

第３ 水防警報 水防 

水防警報は、洪水、津波又は高潮により周辺住民に重大な被害が生

ずるおそれがあるとき、神奈川県内の土木事務所から発表され、

市・町に水防活動が必要であることを通知します。 

１水防本部長（神奈川県知事）が行う河川 

（表）  

２ 水防支部長（県西土木事務所小田原土木センター所長）が行う

河川 

（表）  

３ 水防支部長（県西土木事務所小田原土木センター所長）が行う
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220 

 

 

 

 

 

 

226 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 水防警報の種類・発表基準 

酒匂川洪水予報観測所・基準水位は、資料〇-〇 水防警報の種類・

発表基準 のとおりとします。 

（表削除） 

◆資料〇-〇 : 水防警報の種類・発表基準 

 

 

表中 

水防警戒２号体制欄 

水防警戒１号体制を強化するとともに、次に掲げる分担業務を実施

する部局の職員及び配備職員をもって対応する。 

※１ 消防部及び福祉・医療部（市立病院）の配備体制は、消防長

及び病院長が別に定める。 

※２ 上記配備体制に基づく水防本部動員基準は、資料 2-19 小田

原市水防本部動員基準表のとおりとする。 

※３ 水防警戒１号体制から水防警戒２号体制に移行する際は、開

庁時は本部事務局（防災対策課）、閉庁時は水防本部の資源管理部

（職員課）が各所管に周知する。なお、水防警戒２号体制から災害

対策本部の動員体制への移行の際も同様とし、水防本部を縮小する

際は本部事務局（防災対策課）が各所管に周知する。 

海岸 

（表） 

 

５ 水防警報の種類・発表基準 

（表） 

 

 

 

 

 

表中 

水防警戒２号体制欄 

水防警戒１号体制を強化するとともに、次に掲げる分担業務を実施

する部局の職員をもって対応する。 

※１ 消防部及び医療救援部の配備体制は、消防長及び病院長が別

に定める。 

※２ 上記配備体制に基づく水防本部動員基準は、資料 2-19 小田

原市水防本部動員基準表のとおりとする。 

※３ 水防警戒１号体制から水防警戒２号体制に移行する際は、開

庁時は本部事務局（防災対策課）、閉庁時は水防本部の企画調整部

（職員課）が各所管に周知する。なお、水防警戒２号体制から災害

対策本部の動員体制への移行の際も同様とし、水防本部を縮小する

際は本部事務局（防災対策課）が各所管に周知する。 
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

228 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

229 

 

 

 

231 

 

 

 

232 

 

※４ 市内で震度５強以上の地震が発生し津波注意報、津波警報が

発表された際には、災害対策本部を設置し動員３号体制となる 

 

２ 河川利用者の安全確保 

表中 県水防本部（河港課） 

   水防本部事務局（総括本部班 防災対策課 秘書室） 

   土木対策部（建設政策課 道水路整備課 農政課 水産海浜

課） 

   上下水道対策部（経営総務課 下水道整備課 浄水管理課） 

   市民救援部（スポーツ課） 

（削除） 

取水堰管理者 

 

２ 取水堰、水門等の安全措置【土木対策部】 

 

 

 

第３ 資機材及び施設の整備 水防 

１ 水防施設【消防部、土木対策部】 

 

 

２ 輸送車両の確保【資源管理部・食料物資部】  

水防本部が設置された場合、応急対策要員や物資等の輸送体制に使

※４ 市内で震度５弱以上の地震が発生し津波注意報、津波警報が

発表された際には、災害対策本部を設置し動員３号体制となる 

 

２ 河川利用者の安全確保 

表中 県水防本部（河川課） 

   水防本部事務局（防災対策課 秘書室 広報広聴室） 

   産業対策部（農政課 水産海浜課） 

   土木対策部（建設政策課 道水路整備課） 

   下水道対策部（経営総務課 下水道整備課） 

避難収容部（スポーツ課） 

給水対策部（経営総務課 浄水管理課） 

出水堰管理者 

 

２ 取水堰、水門等の安全措置【産業対策部】 

 

 

 

第３ 資機材及び施設の整備 水防 

１ 水防施設【消防部、土木対策部、産業対策部】 

 

 

２ 輸送車両の確保【総務調査部】  

水防本部が設置された場合、応急対策要員等輸送体制に使用できる
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

234 

 

 

 

 

237 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用できる車両を資源管理部と食料物資部が連携し、輸送手段の競合

を生じないよう十分に調整し、敏速に出動できる態勢を整えます。 

なお、車両に不足を生じた場合は、食料物資部が「災害時における

物資の輸送等に関する協定」及び「災害時における物資配送等に関

する協定」に基づき、当該輸送機関に対し車両の確保と出動要請を

します。 

 

第９ 水防活動の報告 水防 

１ 水防本部長への報告  

水防本部各部長は、所属の水防活動状況及び被害状況等について、

随時、市水防本部長に報告します。 

 

１ 水防、避難情報の伝達 

水防管理者は、水防に関する予警報、河川水位情報、水防警報、洪

水予報及び土砂災害警戒情報等が発令された場合、必要に応じて河

川等の流域又は市内全域に広報し、市民及び関係機関に注意を促 

します。市は、避難情報の伝達に際して、災害の状況及び地域の実

情に応じて、防災行政無線等の情報伝達手段を活用し、避難対象地

域の市民に迅速かつ的確に伝達します。 

また、ワイヤレスセンサー等を用いた住民参加型警戒・避難システ

ムにより、河川や海岸などに設置したセンサーなどから得た情報を

防災アプリを通して、災害情報や避難情報を地域や市民に早期に伝

えるシステムを活用します。 

車両を総務部が統括し、輸送手段の競合を生じないよう十分に調整

し、敏速に出動できる態勢を整えます。 

なお、車両に不足を生じた場合は、「災害時における物資の輸送等

に関する協定」及び「災害時における物資配送等に関する協定」に

基づき、当該輸送機関に対し車両の確保と出動要請をします。 

 

 

第９ 水防活動の報告 水防 

１ 水防本部長への報告  

水防本部各対策部長は、所属の水防活動状況及び被害状況等につい

て、随時、市水防本部長に報告します。 

 

１ 水防、避難情報の伝達 

水防管理者は、水防に関する予警報、河川水位情報、水防警報、洪

水予報及び土砂災害警戒情報等が発令された場合、必要に応じて河

川等の流域又は市内全域に広報し、市民及び関係機関に注意を促 

します。市は、避難情報の伝達に際して、災害の状況及び地域の実

情に応じて、防災行政無線等の情報伝達手段を活用し、避難対象地

域の市民に迅速かつ的確に伝達します。 

また、市は、同一の水系を有する市町間において、相互に避難情報

を共有するよう努めます。 
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

238 

 

 

 

なお、市は、同一の水系を有する市町間において、相互に避難情報

を共有するよう努めます。 

 

２ 市民への伝達方法 

伝達方法 

１ スマートフォン向け防災アプリ「おだわら防災ナビ」 

２ 防災行政無線 

３ 戸別受信機・タブレット 

４ Ｊ：ＣＯＭ防災情報サービス 

５ 防災メール 

６ テレホンサービス 

７ J：ＣＯＭチャンネル小田原データ放送 

８ ＦＭおだわら 

９ 市ホームページ 

10 緊急速報メール 

11 市ＳＮＳ 

12 広報車、消防車両等 

13 電話・ファクシミリ 

 

２ 災害対策基本法に基づく避難の指示等 

市長は、災害対策基本法第 60 条第 1 項に基づき、災害が発生し、

又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体を災害

から保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認

 

 

 

２ 市民への伝達方法 

伝達方法 

１ 防災行政無線 

２ 戸別受信機 

３ J:COM防災情報サービス 

４ 防災メール 

５ テレホンサービス 

６ J：COMチャンネル小田原データ放送 

７ ＦＭおだわら 

８ 市ホームページ 

９ 緊急速報メール 

１０ SNS 

１１ 広報車、消防車両等 

１２ 電話・ファクシミリ 

 

 

２ 災害対策基本法に基づく避難の指示等 

市長は、災害対策基本法第 60 条第 1 項に基づき、必要と認める

地域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難のための立退きを勧

告し、及び急を要すると認めるときは、これらの者に対し、避難の 
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頁 改定後 改定前 

 

 

 

239 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

264 

めるときは、必要と認める地域の必要と認める居住者等に対し、避

難のための立退きを指示することができます。 

 

第１２ 帰宅困難者対策 

 鉄道事業者等との情報共有体制を早期に確立し、運行情報などの

把握に努めるとともに、計画運休などの事業者としての対策によ

り、帰宅困難者の発生の抑制を図ります。 

第１４ ペット対策 

風水害避難場所開設時においては、広域避難所（２次施設を除く）

となる風水害避難場所と車中避難場所等において受け入れるもの

とします。 

また、第１編 地震災害対策計画 第３章第５節「第９ ペット対策」

を準用します。 

 

３ 避難誘導 

市は、火山が噴火し、又は噴火するおそれのあるときは、富士山火

山防災協議会が策定した富士山火山避難基本計画を踏まえ、溶岩流

からの避難の考え方や広域避難の手順等をとりまとめた、神奈川県

富士山火山広域避難指針を参考に具体的な避難計画の策定を進め

ます。 

ための立退きを指示することができます。 

 

 

第１２ 帰宅困難者対策 

 鉄道事業者等との連携・情報共有体制を確立し、早期にその運行

情報などの把握に努め、これを市民及び事業者に事前に周囲するこ

とにより、帰宅困難者の発生の抑制を図ります。 

第１４ ペット対策 

第１編 地震災害対策計画 第３章第５節「第９ ペット対策」を準

用します。 

 

 

 

 

３ 避難誘導 

市は、火山が噴火し、又は噴火するおそれのあるときは、富士山火

山避難基本計画（仮称）を参考に避難誘導を行います。 

  

 


